
令和５年度 旭市一般会計 ３月補正予算（第８号） 

 

１．予算規模                                                    

 一般会計の補正予算は、５億２,４００万円の増額で、３月補正後の予算規模は、 

３３６億５,６００万円となりました。 

 令和４年度の同時期の予算額と比較すると９億５，５００万円（２.９％）の増となってい

ます。 

                                  （単位：千円） 

区   分 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 増 減 率 

現 計 予 算 ３３,１３２,０００ ３２,０５８,０００ ３.４％ 

３ 月 補 正 ５２４,０００ ６４３,０００ ―   

補 正 後 予 算 ３３,６５６,０００ ３２,７０１,０００ ２.９％ 

 

 

２．歳 出                                                                      

① 総務費                361,492千円             

○公共施設等整備基金積立金                         905千円 

  基金運用に伴う国債売却益等の積立。 

○財政調整基金積立金                           732千円 

  基金運用に伴う国債売却益等の積立。 

○減債基金積立金                          86,615千円 

  普通交付税追加交付分及び基金運用に伴う国債売却益等の積立。 

○ふるさと応援寄附推進事業                       11,047千円 

  寄附金額の増加による返礼品等に係る事務費の増。 

○ふるさと応援基金積立金                        26,000千円 

  寄附金額の増加による積立金の増。 

○電算システム運用事業                                                   3,960千円 

  定額減税に伴う住民情報系システムの改修費用。 

○コミュニティバス等運行事業                                     2,611千円 

  コミュニティバス車両の故障に伴う修繕費の増。 

  



○（新）物価高騰対策家計応援商品券配付事業                     227,422千円 

  物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援のため、低所得者に対する物価高騰

対策の給付金を受けた世帯を除く市内の全世帯に対して、1万円の商品券を配付する

ために要する費用。 

○住民基本台帳事務費                        2,200千円 

  戸籍における氏名の読み仮名を追加することが法制化されたことに伴う、戸籍附票

システムの改修費用。 

② 民生費            93,688千円 

○認定こども園施設型給付事業                     14,497千円 

  認定こども園の給付費算定の基となる公定価格について、見込みを上回ったことに

よる施設型給付費の増。 

○生活保護扶助費                           79,191千円 

  高額な治療、終末期医療等に要する医療扶助費の増。 

③ 衛生費            15,442千円 

○旭中央病院負担金                          15,442千円 

  交付税算入分の増加に伴う、旭中央病院運営費負担金の増。 

④ 農林水産業費       20,713千円 

○農業水利施設改修事業                        20,713千円 

  排水管布設替え工事の着工後に判明した、水道管の布設替え追加工事に伴う増。 

⑤ 土木費            10,000千円 

○飯岡海上連絡道三川蛇園線整備事業                  10,000千円 

  社会資本整備総合交付金の追加交付決定等に伴う事業費の増。 

⑥ 教育費            22,665千円 

○スポーツ施設管理運営費                        6,547千円 

  電気料金高騰に伴う指定管理料の増。 

○第一学校給食センター運営費                      9,161千円 

○第二学校給食センター運営費                      6,957千円 

  給食用食材の価格高騰による賄材料費の増。 

 

 



３．歳 入                                                                         

① 地方交付税          110,017千円                       

・普通交付税                                                   94,575千円 

・特別交付税                                                   15,442千円 

② 国庫支出金         176,883千円 

・生活保護費負担金                                   59,393千円 

・社会保障・税番号制度システム整備費補助金             2,200千円 

・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金               115,889千円 

・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（給付金・定額減税分）   3,960千円 

・子どものための教育・保育給付交付金                     4,354千円 

・社会資本整備総合交付金                                 5,500千円 

・文化財保存事業費補助金                   △14,413千円 

③ 県支出金          △2,713千円 

   ・子どものための教育・保育給付交付金                     4,387千円 

   ・文化財保存整備事業費補助金                 △ 7,100千円 

④ 財産収入           5,032千円 

   ・財政調整基金利子                                     732千円 

   ・減債基金利子                                      3,395千円 

   ・公共施設等整備基金利子                                905千円 

⑤ 寄附金            26,000千円 

   ・ふるさと応援寄附金                                  26,000千円 

⑥ 繰入金           168,181千円 

   ・介護保険事業特別会計繰入金                             56,648千円 

   ・地域振興基金繰入金                                111,533千円 

⑦ 市債             40,600千円 

   ・飯岡海上連絡道三川蛇園線整備事業債                   4,500千円 

   ・防災基盤整備事業債                          10,200千円 

   ・社会教育施設改修事業債                        25,900千円 

  



４－１．繰越明許費の設定                                                             

○ 総務費    電算システム運用事業、物価高騰対策家計応援商品券配付事業 

○ 衛生費    新型コロナウイルスワクチン接種事業 

○ 農林水産業費 農業水利施設改修事業 

○ 土木費    道路維持補修事業、道路新設改良事業、蛇園南地区排水路整備事業、 

飯岡海上連絡道三川蛇園線整備事業、南堀之内バイパス整備事業、 

震災復興・津波避難道路整備事業、冠水対策排水整備事業、 

橋梁長寿命化修繕事業 

○ 消防費    防災行政無線等整備事業 

 

４－２．繰越明許費の変更                                                            

○ 総務費    住民基本台帳事務費（繰越設定額の増） 


